
千葉県環境基本条例 （理念条例）

千葉県環境保全条例

第３章　生活環境の保全等に関する措置等
　第４節　自動車交通公害に関する措置

　　改正　自動車の使用に伴う環境への
　　　　　負荷の低減を図るための措置

千葉県ディーゼル自動車から
排出される粒子状物質の排出
の抑制に関する条例

千葉県環境保全条例の一部を
改正する条例

（制定の趣旨）
緊急課題であるディーゼル
自動車から排出される
粒子状物質の早期低減

（主要な施策）
・運行規制の導入
・燃料規制の導入

（改正の趣旨）
自動車の使用に伴う環境への負荷
の低減を図るための施策・措置の
充実・強化

（主要な施策）
・自動車交通公害防止計画の条例化
・事業者の執るべき措置の具体化
　（自動車環境管理計画書の作成）
・低公害車の導入義務づけ
・低燃費車の利用促進
・アイドリング・ストップの義務化

（措置・規制条例）

（充実・強化）（単独条例として制定）

図2‒4‒29 ＰＭ排出ガス規制の強化
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表2‒4‒19 



（２）発生源の状況

１．騒音の現状

（１）苦情の実態

その他
153(22.1%)

鉄道運行
2(0.3%)

飲食店営業
17(2.5%)

航空機運航
26(3.8%)

自動車運行
30(4.3%)

カラオケ
35(5.1%)

家庭生活
55(7.9%)

産業用機械作動
135(19.5%)

工事・建設作業
240(34.6%)

合計　693

木材加工機械
655(1.3%) 織機 206(0.4%)

その他
304(0.6%)印刷機械

1,300(2.5%)

土石用
破砕機等
944(1.8%)

合成樹脂用
射出成形機
1,318(2.6%)

金属加工機械
 7,852(15.3%)

空気圧縮機
及び送風機
38,720(75.5%)

施設数
51,299
事業所数
4,722

図2‒4‒30 騒音に係る苦情の発生源別受付件数
 （19年３月末現在）

図2‒4‒31 騒音規制法に基づく特定施設届出状況
 （19年３月末現在）

騒音の大きさの例
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２．騒音防止対策　

（１）規制及び監視

さく岩機を
使用する作業
1288(60.3%)

バックホウを
使用する作業
453(21.2%)

空気圧縮機を使
用する作業
166(7.8%)

くい打機等を
使用する作業
127(5.9%)

その他の作業
102(4.8%)

合計 2,136件

環境基準の達成維持

騒音規制法
千葉県環境保全条例
市町村環境保全（公害防止）条例
公害防止協定

)

) ) ) ) )
図2‒4‒32 騒音規制法に基づく特定建設作業届

出状況（19年３月末現在）

図2-4-33 騒音防止対策体系図



３．振動の現状

（１）苦情の実態

（２）指導

（３）今後の対策

鉄道運行
1(0.7%)

その他
2(1.4%)

自動車運行
16(11.3%)

産業用機械作動
19(13.5%)

工事・建設作業
103(73.0%)

合計　141

図2‒4‒34 振動に係る苦情の発生源別受付件数
 （19年３月末現在）
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４．振動防止対策

（１）規制及び監視

（２）発生源の状況

圧縮機
7,764
(51.2％)

金属加工機械
5,712

（37.7％）

合成樹脂用
射出成形機
829（5.5％）

織機
96（0.6%）

土石用破砕機等
185（1.2％）

その他
151（1.0%）

印刷機械
414（2.7％）

施設数
15,151
事業所数
2,254

ブレーカーを
使用する作業
862(76.5%)

その他
64(5.7%)

くい打機等を
使用する作業
201(17.8%)

合計　1,127件

図2‒4‒35 振動規制法に基づく特定施設届出状況
 （19年３月末現在）

図2‒4‒36 振動規制法に基づく特定建設作業届
出状況（19年３月末現在）



１．　悪臭の現状

（１）苦情の実態

（２）畜産農業に係る悪臭

（２）指導

（３）今後の対策

振動規制法
市町村環境保全（公害防止）条例

図2‒4‒37　振動防止対策体系図
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２．悪臭防止対策

（１）規制及び監視

表2‒4‒20　畜産農業に係る悪臭問題発生件数
（19年３月末現在）

野焼き
139(20.8%)

家庭生活
91(13.6%)

産業用機械作動
41(6.1%)

焼却施設
31(4.6%)

工事・建設作業
34(5.1%)

流出・漏洩
28(4.2%)

飲食店営業
19(2.8%)

産業排水
14(2.1%)

廃棄物投棄
8(1.2%)

自然系
9(1.3%)

その他
164(24.6%)

不明
90(13.5%)

合計　668

悪臭防止法
市町村環境保全（公害防止）条例
公害防止協定

図2‒4‒39　悪臭防止対策体系図

図2‒4‒38 悪臭に係る苦情の発生源別受付件数
 （19年３月末現在）



（４）関連対策

（２）指導

（３）今後の対策
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（２）その他の航空機騒音

１．航空機騒音の現状

（１）成田空港の航空機騒音



65.0

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

8

空港北側WECPNL

WECPNL

年度

65.0

70.0

75.0

8

9

9

10

10

11

11

12

12

13

13

14

14

15

15

16

16

17

17

18

18
年度芝山町大台局 芝山町竜ヶ塚局 芝山町小池局

横芝光町牛熊局 横芝光町中台局 横芝光町長倉局
山武市八田局 芝山町山田局 山武市蕪木局

成田市新川局 成田市飯岡局　 成田市飯岡局（NAA）
成田市荒海局 成田市荒海局（NAA） 成田市芦田局 
成田市芦田局（NAA） 成田市西和泉局

80.0

85.0

90.0
空港南側

65

67

69

71

73

75

77

14 15 16 17 18 年度

WECPNL
成田市 下総 成田市 高倉
成田市 土室（千葉県） 芝山町 加茂
多古町 千田 多古町 牛尾

木更津市貝渕
木更津市大久保
君津市坂田
君津市糠田
浦安市高洲
浦安市当代島
木更津市畑沢

45

50

55

60

65

70

H14 H15 H16 H17 H18 年度

WECPNL

図2‒4‒40 成田空港周辺固定測定局における測
定結果の年度別推移

図2‒4‒42 羽田空港周辺航空機騒音測定結果推移

図2‒4‒41 暫定平行滑走路側
 年間WECPNL値の推移

60

65

70

75

80

85

H13 H14 H15 H16 H17 H18 年度

WECPNL
鎌ケ谷市初富局
柏市高柳局

図2‒4‒43 下総飛行場周辺航空機騒音測定結果
推移
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２．航空機騒音防止対策

（１）成田空港の騒音対策

図2‒4‒44 航空機騒音対策の体系図

航空機騒音対策

発生源対策

空港構造の改良

空港周辺対策

その他の対策

便数調整等
機材改良

運航方式の改良

土地利用
補償等

監視測定体制の充実強化
その他
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（２）その他の航空機騒音対策



１．ＰＲＴＲ制度（化学物質排出・移動量届
出制度）への取組
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（１）化管法の概要

（２）ＰＲＴＲ制度の活用



事業所の外へ
の移動
61.2%

埋立処分
0.2%

土壌への排出
0.00003%

公共用水域へ
の排出
1.6%

大気への排出
37.0%

下水道への移動
0.02%

全物質合計排出・移動量
23,688トン/年

2,754

2,278

2,220

610

930

775

719

562

3,870

1,5503

525

575

69

1

1

818

1

53

5

0 1,000 2,000 3,000 4,000 5,000 6,000 7,000

トルエン

キシレン

D-D

エチルベンゼン

ポリ（オキシエチレン）＝
アルキルエーテル

酢酸ビニル

ｐ－ジクロロベンゼン

直鎖アルキルベンゼン
スルホン酸及びその塩

ベンゼン

塩化メチレン

届出排出量・届出外排出量（トン/年）

届出排出量 届出外排出量

図2‒4‒45 届出排出量・移動量の排出先・移動
先別内訳（平成17年度排出分）

図2‒4‒46 届出排出量・届出外排出量上位10
物質とその量

表2‒4‒21 平成17年度の業種別届出事業所数・排出量・移動量（kg/年）
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表2‒4‒22 平成17年度の市町村別届出事業所数・排出量・移動量（kg/年）



届出対象以外の
排出量
（家庭、農地等）

環境への排出量と移動
量を集計し、公表

届出データをファイル化

事業者は指針に留意しつつ、
化学物質の排出・管理状況
等に係る情報提供を行い、
国民の理解の増進を図る。

有害性があり、相当広範な
地域の環境中に継続的に存
在する物質を指定　政令

※人の健康に係る被害
　等が未然に防止され
　るよう十分配慮

あらかじめ、それぞれの
審議会の意見を聴く。※電子情報で届け出ることも可

薬事・食品衛生審議会（厚生労働省）
化学物質審議会（経済産業省）
中央環境審議会（環　境　省）

※営業秘密の届出事項
　について業所管大臣
　への説明要求が可

※

対象化学物質の製造事業者等
（業種、規模を指定）　政令

（注）経済産業省、環境省資料から

※意見を付することも可

国の調査
ヘの意見環境モニタリング、健

康影響等に関する調査

個別事業所デー
タの開示請求

個別事業所データの
開示

①事業者からの届け出を経由
②国から通知されたデータ
　を活用し、地域ニーズに
　応じた集計・公表
③国が行う調査への意見
④事業者への技術的助言
⑤広報活動等を通じた国民
　の理解増進の支援

図2‒4‒47　化学物質の排出量の把握等の措置（ＰＲＴＲ）の実施の手順
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３．ダイオキシン類対策

（１）ダイオキシン類
２．千葉県化学物質環境管理指針

（１）事業者による自主管理の促進

（２）千葉県化学物質環境管理指針の概要

図2‒4‒48 ダイオキシン類の構造図



（２）国の取組

体重１㎏当たりに換算

大気 0.019pg-TEQ/kg/日 0.02pg-
TEQ/kg/日

耐容一日
摂取量(TDI)
4pg-TEQ/kg/日

1.33pg-
TEQ/kg/日

実際の
摂取量

計　約1.35pg-TEQ/kg/日

土壌 0.0052pg-TEQ/kg/日
大気
土壌

食品

魚介類 1.15pg-TEQ/kg/日
肉・卵 0.14pg-TEQ/kg/日
乳・乳製品 0.032pg-TEQ/kg/日
穀物・芋 0.0014pg-TEQ/kg/日
有色野菜 0.0018pg-TEQ/kg/日
その他 0.007pg-TEQ/kg/日

図2‒4‒49 我が国におけるダイオキシン類の１
人１日摂取量
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表2‒4‒23 ダイオキシン類の排出量の目録（排出インベントリー）の概要
( ＷＨＯ－ＴＥＦ (1998) 使用 )

発生源
排出量（ｇ-TEQ／年）

平成
9年

平成
10年

平成
11年

平成
12年

平成
13年

平成
14年

平成
15年

平成
16年

平成
17年

平成
18年

1　廃棄物処理分野 7205～ 3355～ 2562～ 2121～ 1689～ 748～ 219～ 215～ 213～ 193～
7658 3808 2893 2252 1801 771 244 237 237 218

「水」 5.3 5.3 5.3 2.5 1.5 0.87 0.60 0.65 0.36 0.78
一般廃棄物焼却施設 5000 1550 1350 1019 812 370 71 64 62 54

「水」 0.044 0.044 0.035 0.035 0.019 0.008 0.004 0.002 0.001 0.003
産業廃棄物焼却施設 1505 1105 695 558 535 266 75 70 73 63

「水」 5.3 5.3 5.3 2.5 1.5 0.86 0.60 0.65 0.36 0.78

小型廃棄物焼却炉等 700～ 700～ 517～ 544～ 342～ 112～ 73～ 81～ 78～ 76～
1153 1153 848 675 454 135 98 103 102 101

2　産業分野 470 335 306 268 205 189 149 125 110 93
「水」 6.3 5.8 5.8 5.0 1.8 1.2 0.93 1.0 1.0 0.75

製鋼用電気炉 229 140 142 131 95.3 94.8 80.3 64.0 49.6 39.5
鉄鋼業焼結施設 135 114 101 69.8 65.0 51.1 35.7 30.4 29.3 21.2
亜鉛回収施設 47.4 25.4 21.8 26.5 9.2 14.7 5.5 8.1 4.1 8.2

「水」 0.0036 0.0036 0.0036 0.0036 0.0036 0.0026 0.0066 0.0047 0.0018 0.00065
アルミニウム合金 31.0 28.8 23.1 22.2 19.7 16.3 17.4 13.0 15.2 12.9
製造施設 「水」 0.34 0.068 0.093 0.056 0.082 0.024 0.029 0.011 0.008 0.027
銅回収施設 0.053 0.053 0.048 0.038 0.013 0.088 ‒ ‒ ‒ ‒
パルプ製造施設 0.74 0.71 0.74 0.73 0.90 0.65 0.46 0.62 0.58 0.50
（漂白工程） 「水」 0.74 0.71 0.74 0.73 0.90 0.65 0.46 0.62 0.58 0.50
その他の施設 26.5 25.6 17.8 17.9 15.3 11.0 9.9 9.1 10.8 10.2

「水」 5.2 5.0 5.0 4.2 0.85 0.52 0.44 0.38 0.42 0.22

3　その他 4.8～ 4.9～ 4.9～ 4.9～ 4.7～ 4.3～ 4.4～ 4.2～ 4.2～ 4.0～
7.4 7.6 7.7 7.6 7.5 7.2 7.3 7.2 7.2 7.0

「水」 1.2 1.2 1.2 1.2 1.0 0.53 0.56 0.37 0.47 0.24

火葬場 2.1～ 2.2～ 2.2～ 2.2～ 2.2～ 2.3～ 2.3～ 2.4～ 2.4～ 2.5～
4.6 4.8 4.9 4.8 4.9 5.1 5.1 5.3 5.3 5.4

たばこの煙 0.1～ 0.1～ 0.1～ 0.1～ 0.1～ 0.1～ 0.1～ 0.1～ 0.1～ 0.1～
0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2 0.2

自動車排出ガス 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.4 1.3 1.3 1.2
下水道終末処理施設 1.1 1.1 1.1 1.1 0.99 0.51 0.54 0.36 0.46 0.23

「水」 1.1 1.1 1.1 1.1 0.99 0.51 0.54 0.36 0.46 0.23
最終処分場 0.093 0.093 0.093 0.056 0.027 0.021 0.020 0.018 0.012 0.014

「水」 0.093 0.093 0.093 0.056 0.027 0.021 0.020 0.018 0.012 0.014

合　計 7680～ 3695～ 2874～ 2394～ 1899～ 941～ 372～ 344～ 327～ 289～
8135 4151 3208 2527 2013 967 400 369 354 317

「水」 12.8 12.3 12.4 8.7 4.4 2.6 2.1 2.0 1.8 1.8
注：表中「水」は、水への排出（内数）を表す。 出展）　平成 19年 12月 18日環境省報道発表資料



（４）県の対策

表2‒4‒24 県が実施した法に基づく大気特定施
設立入検査結果（18年度）

表2‒4‒25 県が実施した法に基づく水質特定事
業場立入検査結果（18年度）

表2‒4‒26 排出ガスに係る自主測定報告結果

表2‒4‒27 排出水に係る自主測定報告結果

表2-4-28 ばいじん等に係る自主測定報告結果
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化学物質環境安全性総点検調査等への協力
（５）日常生活の留意事項

４．内分泌かく乱化学物質（いわゆる環境ホ
ルモン）への対応



表2‒4‒29　排出ガス、排出水に係るダイオキシン類の排出基準




